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第１章 経営戦略の概要 

１ 経営戦略策定の趣旨 

水道事業は、ライフラインの一つとして重要な役割を担っており、これまでの順調な人口増加の

おかげで安定した事業運営をしてきました。しかし、近年の節水機器の普及や今までのような人口

増加は見込めないことから、水道事業を取り巻く環境は厳しくなることが予想されます。さらに、

老朽化していく施設の修繕や更新により、経営への影響は大きくなると考えられます。 

こうした状況の中、安定した事業継続のためには、経営における中⾧期的な計画が必要となって

きます。本町における地域的な現状も踏まえながら、経営の基本方針となる「幸田町水道事業経営

戦略」を令和 2 年度に策定しました。計画期間の中間となる令和７年度に経営を取り巻く状況等を

考慮して、見直しを行います。 

 

 

２ 経営戦略の位置づけ 

 令和元年度に策定した「幸田町新水道ビジョン」の各種目標を、財政状況を考慮しながら達成に

導く中⾧期的な計画とします。 

 

 

 

 

３ 経営戦略の計画期間 

中⾧期的な経営基盤の検討を可能とするため、令和３年度～令和 12 年度（2021 年度～2030 年度）

を計画期間としています。 

  

※経営戦略は、施設設備の投資の見通しで

ある「投資資産」と財源の見通しである「財

源資産」を構成要素とし、投資以外の経費

も含めた上で収入と支出が均衡するよう

な形で計画を策定することが求められま

す。 
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第 2 章 水道事業の概要  

１ 事業の現況 

本町水道事業の水源は、すべて県水の受水です。主な配水施設としては、永野配水場、深溝配水

場、坂崎配水場があり、各施設に配水池を設置しています。 

 

２ 給水の状況  

供用開始年月日 昭和４４年 4 月 1 日 

法適（全部・財務）・非適の区分 全部適用 

計画給水人口（令和 12 年 3 月 31 日） ４６，５００人 

現在給水人口（令和 7 年 3 月 31 日） ４１，９１５人 

有収水量密度 ０．８２千㎥／ha 

 

３ 施設の状況             令和 7 年 3 月 31 日時点 

水源 県水受水 

施設数 

配水池設置数 10 

管路延⾧ ３３１km ポンプ施設 

設置数 
9 

施設能力 １８，０００㎥／日 施設利用率 ７７．０％ 

 

４ 料金の概要 

 本町の水道料金は、基本料金（水道メーターの口径別）と水量料金（使用水量が多いほど高くなる

逓増制）の合算額としています。 

 

 

 平成９年（１９９７年）７月１日料 金 改 定 年 月 日
(消費税のみの改定は含まない)

１００ｍｍ

１３ｍｍ

２０ｍｍ

２５ｍｍ

４０ｍｍ

５０ｍｍ

７５ｍｍ

基本料金

臨  時  用

３８,５００円

９９０円

１,1００円

2,５３０円

７,７００円

１４,３００円

２２,０００円

－ ４４０円

1～12㎥ 13～20㎥ 21～50㎥ 51～100㎥ 101～200㎥ 201㎥以上

５５円 ９９円 １４３円 １７６円 １９８円 ２３１円

区分

 料金表：１か月につき（税込み）                    令和元年１０月１日適用

水 量 料 金 （㎥ 当 り）
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５ 組織の概要 

 

 

 

 

 

６ これまでの主な取り組み 

【業務の効率化】 

水道料金システムや施設監視システム、管路管理システムを導入しました。 

【外部委託】 

  開閉栓業務や検針業務、施設の維持管理等の外部委託を行っています。 

【水道施設の耐震化や更新】 

  避難所等の重要給水施設への管路耐震化を令和５年度までに完了し、引き続き老朽管路の更新

を進めています。また令和４年度から令和６年度にかけて、大草ポンプ場の更新を行いました。 

【財源の確保】 

  重要給水施設への管路耐震化工事の財源として、平成 21 年度から令和５年度まで生活基盤施

設耐震化等補助金を活用しました。 

 

７ 経営比較分析表による現状分析 

【経営の健全性・効率性】 

令和 5 年度は、経常収支比率（①）、給水原価（⑥）ともに微増となりました。全国・類似団体

平均値と比べても良好な数値となっています。また、企業債（④）は令和元年度で償還を完了して

おり、安定した経営が行われています。 

料金回収率（⑤）は 100％を上回り、有収率（⑧）や施設利用率（⑦）はいずれも全国・類似団

体平均値を上回っており、今後も健全な経営状態の維持に努めます。 

【老朽化の状況】 

1970 年代に集中して整備した管路が、年数を経過することにより管路経年化率（②）は全国・

類似団体平均値よりも高い状況です。管路更新率（③）は全国・類似団体平均値を上回っており、

今後も計画的かつ効率的な更新に努めます。 

【全体総括】 

企業債を完済し、健全な財政運営を維持しています。しかしながら、管路の老朽化は進んでお

り管路更新等に多額の費用が見込まれます。 

幸田町新水道ビジョンの基本方針である「安全」「強靭」「持続」に基づき具体的施策を実施し、

効率的な投資と企業経営を進めていく必要があります。  

上下水道部 水道課 
水道事業管理者 

（町⾧） 

業務グループ 

（３人） 

工務グループ 

（３人） 
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3 章 将来の事業環境 

１ 給水人口と水需要の予測 

給水人口はこれまで増加傾向にありましたが、令和 2 年度をピークに減少に転じており、今後も

減少傾向が続く見通しです。給水量についても、給水人口の減少の影響を受け、緩やかに減少して

推移すると予測されます。 

  

 

２ 給水収益の予測 

給水人口の減少や節水機器のさらなる普及により、有収水量や給水収益も、今後緩やかに減少し

ていく見通しです。経営戦略計画期間においても、給水収益は減少傾向にあるものの、急激な変動

とはならず、概ね緩やかな減少幅で推移すると見込んでいます。 

 

３ 施設の見通し 

水道施設は今後も老朽化が進行し、耐用年数を超える管路が増加すると予測されることから、計

画的な施設整備が重要です。優先順位をつけながら、効率的な施設整備を進める必要があります。 

 

４ 組織の見通し 

更新などの施設整備事業の増加に対応するため、関係部署との連携を図ります。 

また、昨今の感染予防の観点から本庁舎内の配置ではなく別棟が望ましいと考えます。 
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（人） （㎥ / 日）
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第 4 章 経営の基本方針 

１ 基本方針 

令和元年度に策定した『幸田町新水道ビジョン』において「安全」「強靭」「持続」の３本柱を基本

方針と定め、それぞれの目標に向かって水道事業を推進していきます。 

 

 

      

  

☆ 安全かつ安心な水の供給

１．水質管理体制の強化

２．維持管理体制の強化

３．給水装置などの適正管理

４．水道水に対する信頼性向上

☆ 信頼性の高いライフラインの構築

１．老朽施設の計画的更新

２．水道施設の耐震化

３．危機管理体制の強化

４．技術継承・人材育成

☆ 健全で安定した経営基盤の構築

１．経営基盤の強化

２．運営管理の効率化

３．サービスの向上

４．環境への配慮

５．広報・広聴の充実

安全

強靭

持続
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第 5 章 投資・財政計画 

１ 将来の投資額 

【投資の方針】 

水道事業を進めるうえで、全ての管路や施設を法定耐用年数に沿って更新や修繕をすることが理

想です。しかし、給水収益の増加が見込めない予測の中では、整備の取捨選択をせざるを得ません。

管路や施設の老朽度・重要度を考慮しながら優先順位を定め、効率的な更新や整備を行います。 

「安全・強靭・持続」の目標達成のためには、施設の老朽化度合いは一定程度にとどめる必要があ

ります。令和 6 年度までは、年間の投資目標である管路更新率１％をやや下回る年度もありました

が、施設の老朽化を表す有形固定資産減価償却率は 47％前後で推移しています。今後も管路更新率

１％を目標に投資を継続していきます。 

 

 

【管路への投資】 

平成 21 年度から着手した避難所等の重要給水施設への管路耐震化は、令和 5 年度に全町完了しま

した。 

基幹管路の更新は、配水池から末端に向かって整備を進める計画とします。サービス管の更新は、

片送り配水の地区と、漏水が多発している路線を中心に整備を進めます。 

幹線管路やサービス管の各年度工事費は２億円から 3 億円程度を予定し、老朽化した管路等の更

新を行っていきます。 
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【施設への投資】 

 各配水場の配水池は今後も問題なく使用できることから、機械や電気計装設備を主に整備するこ

ととします。計画期間内で、大草ポンプ場・大草配水場・深溝配水場・逆川加圧ポンプ場・中央監視

設備の整備を行います。 

 

 主な施設整備内容（各年度工事費は約１億円） 

・令和 4～６年度 大草ポンプ場の更新（完了） 

・令和７～８年度 深溝配水場の機械・電気設備の更新 

・令和１０年度  中央監視設備の更新 
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２ 財政収支の見通し 

【更新投資の実施による給水原価の上昇】  

 管路や施設への投資を一定程度確保する結果、減価償却費は増加し、給水原価も上昇することに

なります。さらに、令和 8 年度に予定されている受水費の値上げや物価上昇も給水原価の増加に影

響し、経常収支比率は現状よりも低下することが予想されます。経常収支比率が 100%を下回らない

状態を維持できるよう、予算編成等で統制していきます。 

 

 

【留保資金の減少】 

 管路、施設への投資に加え、給水収益の伸び悩みや物価上昇の影響を受けることで、内部留保資

金は減少し、令和 12 年度には現状の約半分程度の水準となる予測です。ただし、料金収入のおよそ

1 年分にあたる約 6 億円の内部留保資金は確保できる見込みです。更新投資や災害リスクに備えた

水準の資金を維持し、安定した事業運営を継続できるよう、資金管理に努めていきます。 
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【料金の見直し】 

 計画期間内においては、一定水準の利益と資金が確保できる財政収支が見込まれます。 

しかし、人口減少や物価上昇、施設設備の老朽化への対応等、水道事業を取り巻く経営環境は年々

厳しさを増していくことが予想されます。「安全・強靭・持続」の目標が達成できるよう、適切な資

金確保に努め、料金見直しの可能性についても継続的に検討を続けていきます。 
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投資・財政計画で使用する投資以外の経費については以下のとおりです。 

 

収益的収入 料金収入 人口推計による人口増加に対し、直近年度の実績との比

較による補正を加えた給水人口に、令和 6 年度供給単価

の実績と節水機器普及等の影響を見込んだ有収水量より

金額を推計した。 

⾧期前受金戻

入 

新規施設の投資分、既存施設の減額分を加味し推計し

た。 

その他の収入 令和 6 年度までの実績をもとに、同程度の収益を見込ん

でいる。 

収益的支出 職員給与費 令和 6 年度の実績をもとに過年度の人件費上昇率を見込

み金額を推計した。 

動力費 過年度の有収水量と動力費の関係より、料金収入推計に

用いた予想有収水量に過年度の動力費の物価上昇率を見

込み金額を推計した。 

修繕費 令和 6 年度の実績をもとに、過年度の修繕費の物価上昇

率を見込み金額を推計した。 

委託料 令和 6 年度までの実績をもとに、過年度の委託料の物価

上昇率を見込み金額を推計した。 

県水受水費 過年度の有収水量と県水受水費の関係と令和 8 年度以降

の県水使用料金単価により、料金収入推計に用いた予想

有収水量から金額を推計した。 

減価償却費 新規施設の増額分、既存施設の減額分を加味し金額を推

計した。 

その他の費用 令和 6 年度までの実績をもとに、同程度の費用を見込ん

でいる。 

資本的収入 補助金 建設改良費に基づき充当する国庫補助金を推計した。 

工事負担金 布設工事等の影響より、工事負担金を推計した。 

資本的支出 建設改良費 施設の工事計画及び固定資産台帳に基づき、金額を推計

した。 
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第 6 章 今後の検討事項  

１ 検討事項 

投資 

民間資金等の活用 

 大規模な施設建設等の予定がないことから

導入予定はありません。今後も民間活用につい

ての研究をしていきます。 

施設・設備の統廃合  水需要の状況によりダウンサイジングやス

ペックダウンについて検討し、最適な設備投資

を目指し、事業費の平準化を考慮しながら実施

します。 

施設・設備の合理化 

施設・設備の投資平準化 

広域連携 

      

 

 愛知県水道広域化研究会議にて県内水道事

業の統合・広域化について検討していきます。

業務の共同化の可能性などについて、引き続き

研究します。 

 さらに愛知県の呼びかけにより、矢作川流域

における上下水道の一本化に向けた検討が進

められています。 

財源 

料金 

 平成９年度の料金改定以降、消費税率の改定

以外は据え置きとなっています。 

 現在は安定した経営ですが、管路や施設の更

新などには大きな費用が必要となります。水需

要を踏まえながら、料金の見直しを検討する必

要が生じる可能性があります。 

資産の有効活用 
 旧ポンプ場等の遊休資産について、賃貸や売

却といった活用を検討します。 

その他 組織体制 

 今後、組合加盟業者の減少により漏水等の緊

急対応に苦慮することも考えられます。再任用

の活用等で直営班を編成し、漏水修繕や漏水調

査・開閉栓・検針に対応可能な体制を検討しま

す。 

 また、昨今の感染症対策として、組織の体制

維持ができるよう、本庁舎内の配置から分離す

ることが望ましいと考えます。 
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2 検証や更新 

社会環境が刻一刻と変わる現代では、その変化にスピード感を持って対応することが大

切です。これまでの検証方法であるＰＤＣＡはプロセス重視で時間や手間もかかることか

ら、以下の流れで確認をしていきます。 

 

   

 

状況を見て素早く判断するといった、現場適合性を重視した対応で計画の見直しを考え

ます。また、見直しの際にはホームページを更新し、情報公開を行っていきます。 
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問題の対応を決める

(Observe・Orient)
常に現状を把握する

問題の発見や情報収集

方針・意志の決定

(Act)
行動する

行動・実行
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